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（百万円未満切捨て） 
１．20 年３月期の連結業績（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高      営 業 利 益  経 常 利 益  当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

20 年３月期 
19 年３月期 

1,074,405    2.8 
1,044,918   15.2 

95,911    6.3
90,250   92.6

94,342   10.0 
85,769  104.1 

30,454 △39.9
50,637   79.6

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円  銭  円  銭 ％ ％ ％

20 年３月期 
19 年３月期 

10,857  33 
18,052  51 

－
－

5.6
9.8

8.3 
8.0 

8.9
8.6

(参考) 持分法投資損益       20 年３月期 458 百万円  19 年３月期 462 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 
19 年３月期 

1,193,827 
1,087,346 

562,979
546,601

45.9 
49.2 

195,413  06
190,701  15

(参考) 自己資本       20 年３月期 548,133 百万円  19 年３月期 534,916 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

20 年３月期 
19 年３月期 

224,649 
214,942 

△184,995
△131,637

△ 38,706 
△ 57,432 

112,910
112,784

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 

（連結） 
  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

19 年３月期 
20 年３月期 

2,000 00 
2,500 00 

3,000 00
2,500 00

5,000 00
5,000 00

14,025
14,025

27.7 
46.1 

2.7
2.6

21 年３月期
（予想） 

3,000 00 3,000 00 6,000 00
 

31.2 
 

 
 
３．21 年３月期の連結業績予想（平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 

 

第２四半期連結累計期間 

通    期 

百万円     % 

495,000   6.2 

1,120,000   4.2 

百万円     %

40,000   6.3

105,000   9.5

百万円     %

38,000   0.9

101,000   7.1

百万円     % 

20,000 △5.8 

54,000  77.3 

円  銭

 7,130  12

19,251  34
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   有 

新規 １社 
社名 NTT DATA EUROPE GmbH & Co. KG 
(注)詳細は、11 ページ「２．企業集団の状況」をご覧ください。 

 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   有 

(注)詳細は、23 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年３月期 2,805,000 株 19 年３月期 2,805,000 株 
②期末自己株式数  20 年３月期       －株 19 年３月期         －株 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 

（百万円未満切捨て） 
１.20 年３月期の個別業績(平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高      営 業 利 益  経 常 利 益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

20 年３月期 
19 年３月期 

   859,755     0.4 
856,340    13.0 

   79,278    △2.3
81,137    122.4

75,803     1.8 
74,472   118.0 

22,203  △52.0
46,286    82.8

 
 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

20 年３月期 
19 年３月期 

7,915  72 
16,501  50 

－
－

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 
19 年３月期 

1,063,190 
979,324 

519,463
513,509

48.9 
52.4 

185,192  04
183,069 50

(参考) 自己資本       20 年３月期 519,463 百万円  19 年３月期 513,509 百万円   
※上記の予想は、当社グループが現時点で把握可能な情報から判断する一定の前提に基づいた見込みであり、
実際の業績は今後様々な要因によって当社グループの見込みと異なるかもしれないことをご承知おきくだ
さい。業績予想等に関する事項については、３ページ「1.経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧
ください。 
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１．経 営 成 績 

 

 

(1) 経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当期における我が国の経済は、高水準の企業収益を背景に設備投資が増加するなど、景気は概ね

緩やかに拡大しましたが、当期後半以降、サブプライム住宅ローン問題等を背景とする米国の景気

減速や市況の低迷、原油価格の上昇などにより、先行きに対する不透明感が増しております。 
情報サービス産業においては、お客様のＲＯＩ重視の姿勢は依然強いものがありますが、金融機

関を中心とした基幹系システムの構築需要や、コンプライアンス関連のシステム投資需要などによ

り、金融機関や製造業でのソフトウェア投資が堅調に推移いたしました。一方、需要の増加による

エンジニアの不足感を背景に、人材の安定的な確保が引き続き課題になっております。 

 
【経営施策の取組状況】 

このような状況のもと、当社グループは、『変革の先進企業』を目指して「量（売上）から質（仕

事のやり方、価値創造ビジネス）への転換」を図り、「お客様満足度 No.1 の追求」を実現するべく、

中期経営の主な取組として、「営業の変革」、「開発プロセスの変革」、「グループ経営の効率的な推

進」、「低採算ビジネスの見直し」、「成長エンジン」、「人財育成」を推進いたしました。 

まず、「営業の変革」の取組としては、「営業企画室」を「営業企画部」に改組し、営業企画部を

中心に、全社的な営業力強化施策を推進いたしました。具体的には、お客様満足度の向上を目指し、

各部門にてお客様ごとの改善プランを策定・実行いたしました。また、営業人材の育成強化を進め、

若手営業人材の育成体系を整備するとともに、中堅営業人材の育成強化を目的に『営業サミット』

を開催し、全社横断的に営業の強みや課題を共有・議論いたしました。 

次に、「開発プロセスの変革」の取組としては、ソフトウェア工学に関する研究開発組織を再編

成し、ソフトウェア工学推進センタを従来の 40 名体制から 100 名を超える体制に強化いたしまし

た。さらに、研究開発の成果を、全社統一の統合開発メソドロジー（方法論）として体系化を進め

ていく上で、特に「試験プロセスの改善」と「要求工学」（注１）の取組を推進いたしました。また、

ＳＩベンダ９社で構成される「実践的アプローチに基づく要求仕様の発注者ビュー検討会」におい

て、システムの「仕様」に関する「発注者（お客様）にわかりやすい記述方法および合意方法」を

検討し、その成果として「発注者ビューガイドライン（画面編、システム振舞い編およびデータモ

デル編）」（注２）を公開いたしました。 

「グループ経営の効率的な推進」の取組としては、当社グループ各社の自立化推進とグループ経

営の強化並びに個社のミッションの実現を通じた競争力のある企業グループの実現を目指し、出向

政策の見直しを行い、当社からグループ会社への出向者の役割の明確化及び出向者のグループ会社

への転籍を実施いたしました。また、社会環境の変化等に伴う、キャリアプラン・就労ニーズの多

様化を受け、社員の価値観の多様化が進展していることを踏まえ、転進支援の充実施策を実施いた

しました。 

「低採算ビジネスの見直し」の取組としては、当社グループの収益性向上に向け、連結子会社で

ある㈱イーボス・ジャパン、日本リスクマネジメント㈱、㈱シティチャネル、㈱エクスパイラル、

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・コミュニティ・プロデュースの解散を決定いたしました。今後も、

事業の撤退や高収益ビジネスへの人的・物的リソースのシフトなど、低採算ビジネスの見直しを進

め、収益性のさらなる向上を目指してまいります。 
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「成長エンジン」の取組としては、将来的な成長が見込まれるヘルスケア事業領域のビジネス強

化と社会基盤構築への貢献を果たすため、新たに「ヘルスケアシステム事業本部」を設置いたしま

した。具体的な取組としては、大規模な健診データを安全、確実に管理するＡＳＰサービス「Health 

Data Bank」の㈶結核予防会への提供を開始したほか、医療制度改革に柔軟に対応可能な次世代型

医事会計システム｢かいけい博士｣の販売を開始いたしました。さらに、市場の伸長が見込まれる治

験ＩＴ化支援サービスを展開するため、製薬業界向け臨床試験電子化ソリューションの世界的な技

術企業である DATATRAK International Inc.と業務提携し、同社製品である「eClinical」の日本市

場へのライセンス販売、導入コンサルティング及び構築・運用サービスの提供を開始いたしました。

また、組み込みソフト事業領域については、法人分野で組み込みソフトに関するビジネスを推進す

る組織を設置し、携帯電話機器メーカーや自動車業界をはじめとする製造業界向け事業の拡大に取

り組んでおります。 

「人財育成」の取組としては、『プロフェッショナルＣＤＰ』（注３）の認定運用の拡大・定着を進

めました。具体的には、認定運用について、高い専門性を活かして企画・推進できるプロフェッシ

ョナル人材として、プロジェクトマネージャ、技術スペシャリスト、営業人材の認定を進めました。

また、若年層社員の育成施策である『ＣＤＰベーシック』（注４）を導入し、その研修体系に基づく教

育を当期の新入社員に対して実施いたしました。 

また、事業運営体制強化の一環として、郵政民営化に対応して新たに「郵政システム事業本部」

を設置し、社会的インフラの構築を通して郵政を取り巻くさまざまな変革に貢献していける体制を

整えました。さらに、「第三公共システム事業本部」、「第四公共システム事業本部」を「第一公共

システム事業本部」に集約し、中央省庁から自治体まで一貫した戦略の立案と事業運営を推進する

体制を整えました。 

（注 1）要求工学 

受注獲得及び設計品質の向上による手戻りの削減のために、上流工程のプロセスを改善す

るものです。 

（注 2）発注者ビューガイドライン 

発注者（お客様）と開発者（ベンダ）の間で誤解や仕様の抜けを防止するために、設計書

や関連する資料の表現や確認方法、レビューの方法を「コツ」として集約し、外部設計工

程における生産物の単位に整理したものです。 

（注 3）プロフェッショナルＣＤＰ（Career Development Program） 

当社グループが求める人材像を定義するとともに、そのレベルを段階的に定め、知識・経

験・技量に基づいて社員一人ひとりの専門性とレベルを認定する制度を導入しております。

社員が自らのレベルを客観的に認識し、キャリアパスを意識した仕事や研修を通じて経験

を積み成長していく、会社の成長と社員の成長とを連動させていく仕組です。 

（注 4）ＣＤＰベーシック 

入社１年目～５年目までに当社社員として最低限身につけておくべきことを、職務経験と

体系的な研修によって習得していくための若年層向け育成の仕組です。 

 

【事業活動の取組状況】 

以上の取組を通じて、新規システムの受注・サービス開始に向けた積極的な営業活動及び効率的

なシステム開発を推進するとともに、提供中のシステムについては、引き続き安定したサービスの

提供に努めました。 
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公共分野では、財務省における「官庁会計システム用機器等の賃貸借」を受注いたしました。ま

た、独立行政法人通関情報処理センターにおける「次期通関情報処理システム（次期ＮＡＣＣＳ）・

港湾サブシステム等の構築、機器賃貸借、機器保守及び運用技術支援業務（次期ＮＡＣＣＳの機能

追加）」を受注いたしました。さらに、社会保険庁の記録管理システムを更改し、サービス開始い

たしました。 

また、年金記録問題の関連では、公共分野だけでなく全社横断的な対策本部を設置しており、当

社グループの経験・ノウハウを最大限に活用し、コンピュータシステム上の記録照合プログラムの

開発等にあたり、当社グループの総力を挙げて協力しているところであります。 

 

金融分野では、「ＮＴＴデータ標準バンキングシステム（ＢｅＳＴＡ）」の拡大に向け、金融機関

向けの共同利用型システムである「地銀共同センター」で新たに㈱秋田銀行の受注を獲得すると共

に、現在 STAR‐ACE を提供している６行（㈱神奈川銀行・㈱但馬銀行・㈱東京都民銀行・㈱東北銀

行・㈱富山銀行・㈱長野銀行）との間で新共同センター構築について基本合意いたしました。また、

イオン㈱の電子マネーサービス「WAON」における電子マネーセンターのサーバシステム・端末ソフ

ト・現金チャージ機等の端末の提供、及び多様な企業向けコンテンツサービスへの接続を実現する

ネットワーク基盤「VALUX」サービスの開始等により事業領域の拡大を図りました。さらに、第一

生命保険相互会社に対して利便性の更なる向上と業務プロセスの効率化を実現するＩＰ電話シス

テムを提供し、付加価値の高いサービスの提供を図っております。 

 

法人分野では、新日鉱ホールディングス㈱から同社の情報システム子会社であるセントラル・コ

ンピュータ・サービス㈱の経営権を譲り受け、㈱エヌ・ティ・ティ・データＣＣＳとして新たに発

足いたしました。同社が持つ、エレクトロニクス業界、自動車業界及び組み込みソフトにおけるシ

ステム開発の実績を活かし、法人分野における競争優位性の確立を目指してまいります。また、日

系グローバル企業を中心とするアジア現地法人に対するＩＴサポート体制を強化する目的で、タイ、

マレーシア及びベトナムに NTT DATA Asia Company Limited、NTT DATA MALAYSIA SDN. BHD.、NTT DATA 

VIETNAM COMPANY LIMITED をそれぞれ設立し、営業開始いたしました。これにより、アジア地域で

のサポート力を一層強化するとともに、各国のＮＴＴグループ現地法人ともより連携を深め、通信

インフラからアプリケーションまで幅広く、質の高いＩＴサービスを提供してまいります。さらに、

中国では、深圳市網藍実業有限公司の子会社である深圳東洋網藍軟件服務有限公司の持分を取得し、

深圳恩梯梯数据網藍軟件服務有限公司（深圳ＮＴＴデータイーストネット）を設立いたしました。

同社と当社グループの既存の中国子会社・関連会社とも連携を図りながら、現地でのビジネス拡充

を目指します。加えて、「マルチ決済システム」に「Edy」対応を追加し、国内初となる３種類の電

子マネー「Suica」「Edy」「iD」の、１台のリーダ/ライタでの決済を可能といたしました。 

なお、当社の子会社である㈱エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートが平成 19 年６月７日

に東京証券取引所マザーズ市場へ上場いたしました。 

 

以上に加え、日本及び米国向けのオフショア開発を事業主体とし、日本のビジネスに習熟してい

るインドの VERTEX SOFTWARE PRIVATE LIMITED の経営権を取得し、グローバルレベルでのオフショ

ア開発体制の強化を図りました。また、国際事業展開の更なる推進を図るため、グローバル SAP パ

ートナーである itelligence AG の経営権を取得し、日系グローバル企業からの SAP 対応の要望に

応える体制を欧州及び北米で確立いたしました。なお、同社の株式の一部をエヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ㈱に譲渡することにより、ＮＴＴグループで連携を図り、欧州企業及びグロー

バル企業向けのトータルＩＣＴソリューションの提供能力を高めてまいります。 

- 5 - 



㈱エヌ・ティ・ティ・データ（9613） 平成 20 年３月期 決算短信 

 

 以上の結果、当期における業績につきましては、売上高は1兆744億円（前期比2.8％増）、営業利

益は959億円（同6.3％増）、経常利益は943億円（同10.0％増）、当期純利益は304億円（同39.9％減）

となりました。 

 

 売上高及び営業利益の状況を事業の種類別セグメントに区分しますと、次のとおりであります。 

 

【システムインテグレーション事業】 

お客様の個別ニーズに合わせて、データ通信システムを開発し、その販売、賃貸、サービスの

提供等を行うシステムインテグレーション事業については、金融分野における個別システムや連

結子会社の拡大等により売上高は増加したものの、受注損失引当金の計上等により営業利益は減

少しました。 

この結果、売上高は8,349億円（前期比0.5％増）、営業利益は902億円（同2.1％減）となりました。 

 

【ネットワークシステムサービス事業】 

市場のニーズに合わせて、インターネットに代表されるコンピュータネットワークを基盤とし

て、種々の情報提供、情報処理等のサービスを提供するネットワークシステムサービス事業につ

いては、多店舗型ネットワークやＣＡＦＩＳが堅調に推移したこと等により、売上高及び営業利

益ともに増加しました。 

この結果、売上高は755億円（前期比9.3％増）、営業利益は52億円（同35.2％増）となりました。 

 

【その他の事業】 

お客様の経営上の問題点に係る調査及び分析、データ通信システムの在り方に係る企画及び提案、

メンテナンス及びファシリティマネジメント等を行うその他の事業については、システム保守・運

用ビジネスが増加したこと等により、売上高及び営業利益ともに増加しました。 

この結果、売上高は2,694億円（前期比13.9％増）、営業利益は207億円（同61.7％増）となりまし

た。 
 

 【事業の種類別セグメントの状況】                             （単位：億円） 

  
区    分 平成19年3月期

構成比(％) 
平成20年3月期 

構成比(％) 
増減率

（％） 

システムインテグレーション事業 8,307 73.1 8,349 70.8 0.5

ネットワークシステムサービス事業 690 6.1 755 6.4 9.3

そ の 他 の 事 業 2,365 20.8 2,694 22.8 13.9

売 

上 

高 

消 去 又 は 全 社 △  915 － △  1,054 － △ 15.3

合    計 10,449 － 10,744 － 2.8

システムインテグレーション事業 922 84.6 902 77.6 △  2.1

ネットワークシステムサービス事業 39 3.6 52 4.5 35.2

そ の 他 の 事 業 128 11.8 207 17.9 61.7

営 

業 

利 

益 

消 去 又 は 全 社 △   187 － △  204 － △  8.9

合    計 902 － 959 － 6.3
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②次期の見通し 

国内経済は、高水準の企業収益を背景に設備投資が増加するなど、景気は概ね緩やかに拡大した

ものの、当期後半以降、サブプライム住宅ローン問題等を背景とする米国の景気減速や市況の低迷、

原油価格の上昇などにより、先行きに対する不透明感が増しております。 

また、情報サービス産業においては、景況感の悪化に伴い、企業のＩＴ投資の拡大幅縮小が予想

されるものの、企業の競争力維持や法規制対応等に向けたシステム投資需要は変わらず、中長期的

には市場の成長が予想されます。 

このような状況のもと、当社グループは引き続き『変革の先進企業』を目指して「量から質への

転換」を図り「お客様満足度 No.1 の追求」に向け、中期経営の主な取組として、「営業の変革」、「開

発プロセスの変革」、「グループ経営の効率的な推進」、「低採算ビジネスの見直し」、「成長エンジ

ン」、「人財育成」を実施し、安定的な事業の発展及び当社グループの企業価値拡大に向け取り組ん

でまいります。 

 

以上をふまえ、次期の業績は、売上高 1兆 1,200 億円、営業利益は 1,050 億円と当期に対して増

収・増益を予想しております。 

事業の種類別セグメントに区分しますと、システムインテグレーション事業については、連結子

会社の拡大等により、売上高 8,570 億円、営業利益は 970 億円と当期に対して増収・増益を予想し

ております。ネットワークシステムサービス事業については、主力であるＡＮＳＥＲ･ＣＡＦＩＳ

等が堅調に推移することにより、売上高は 770 億円、営業利益は 60 億円と当期に対して増収・増

益を予想しております。その他の事業については、保守・運用ビジネスの拡大が引き続き見込まれ

ること等により、売上高 2,820 億円、営業利益 230 億円と当期に対して増収・増益を予想しており

ます。 

なお、次期の設備投資については、公共分野における中央省庁向けシステムの投資規模の縮小等

により当期に対して 168 億円減少の 1,600 億円を予想しております。 
 

（単位：億円）

区  分 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

平成 21 年 3月期 11,200 1,050 1,010 540

平成 20 年 3月期 10,744 959 943 304

増 減 率  4.2 %  9.5 %  7.1 %  77.3 % 

  （注） 本資料には、将来についての計画や戦略、業績に関する予想及び見通しの記述が含まれ

ております。これらの記述は、当社グループが現時点で把握可能な情報から判断する一定

の前提に基づいた見込みであります。 

    また、経済動向、情報サービス産業における激しい競争、市場需要、税制や諸制度等に

かかるリスクや不確実性を際限なく含んでいます。したがって、これら業績見通しのみに

過度に依存されないようお願いいたします。実際の業績は当社グループの見込みと異なる

かもしれないことをご承知おきください。 
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(2) 財政状態に関する分析 

当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、リース会計基準の適用に伴う影響等により、

前期よりも 97 億円収入が増加し、2,246 億円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出の増加及び連結子会社の取得による

支出の増加等により、前期よりも 533 億円支出が増加し、1,849 億円の支出となりました。 

これにより、当期のフリー・キャッシュ・フローは、前期に比べて 436 億円減少し、396 億円の黒

字となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、リース会計基準の適用に伴う影響及び配当金の支

払等により、387 億円の支出となりました。 

これらの結果、当期の現金及び現金同等物の期末残高は、前期末に比べ 1億円増加し、1,129 億円

となりました。 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 
 

区   分 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 平成 20 年 3 月期 

自 己 資 本 比 率（％） 45.6 46.9 49.2 45.9

時価ベースの自己資本比率（％） 99.9 150.3 154.5 102.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 2.0 1.6 1.1 1.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 30.9 46.8 57.3 61.9

  （注）自己資本比率：（純資産－少数株主持分）／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

      キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている社債、長期

及び短期借入金、コマーシャル・ペーパーを対象としております。また、利払いについて

は、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、効率的な事業運営による収益力の向上及び財務体質の強化を通じて、企業価値の増大を図

るとともに、適正な利益配分を行うことを基本方針としております。 

配当については、連結ベースにおける業績動向、財務状況等を総合的に勘案することを基本に、連

結配当性向30％を目安に、長期的な事業発展のための内部資金の確保に留意しつつ、安定的に実施し

てまいりたいと考えております。 

内部留保資金については、新規事業への投資、技術開発及び設備投資等に充当することにより、今

後とも継続的かつ安定的な成長の維持に努めてまいります。 

当期の利益配分につきましては、中間配当金として、１株当たり2,500円を実施いたしましたが、

期末における配当金は１株当たり2,500円とし、年間配当金を１株当たり5,000円とさせていただく予

定であります。 

また、次期の配当につきましては、連結ベースにおける業績動向、財務状況、配当性向等を総合的

に勘案し、１株当たり年間配当金は、当期の5,000円から1,000円増配の6,000円を予定したいと考え

ております。 
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(4) 事業等のリスク 

当社グループの経営成績や財政状態等(株価等を含む)に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以

下のようなものがあります。 

①価格低下圧力に関するリスク 

企業収益の改善等により、これまで抑制傾向にあった企業のＩＴ投資にも回復の兆しが見られる

一方で、お客様のコストに関する要求が厳しくなっている、ＩＴ投資に対する効果に対してお客様

がより厳格な評価を求めている、ハードウェア価格の低下に伴いソフトウェアの割高感が生じてき

ているといった環境条件が当社グループの扱うシステムやサービスの販売価格低下につながり、当

社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

②競争激化に関するリスク 

当社グループの主要な事業領域であるソフトウェアビジネスは情報サービス産業の中で有力な

成長分野であると目されており、ハードウェアベンダ等がビジネスの主軸に移してきております。

また、急成長するインドや中国といった新興国の情報サービス企業が、グローバル競争をもたらし

つつあります。これからのマーケットの成長には先行き不透明な部分があり、競合会社の積極参入

による競争激化が当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

③中央省庁の業務・システムの最適化計画に関するリスク 

中央省庁の最適化計画によると、業務・システムの最適化によりコスト削減が可能であるとされ

ているほか、競争入札などが導入されております。これにより一層、競争が激化していることから、

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

④システム障害リスク 

当社グループが提供するシステムやサービスには、社会的なインフラとなっているようなものも

あるが、これらにおいて障害が発生した場合、社会的に大きな影響を与え、当社グループの社会的

信用やブランドイメージの低下、発生した損害に対する賠償金の支払い等により、当社グループの

経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤システム構築リスク 

当社グループの主力事業であるシステムインテグレーション事業では、一般に請負契約の形態で

受注を受けてから納期までにシステムを完成し、お客様に提供するという完成責任を負っておりま

す。当初想定していた見積りからの乖離や開発段階におけるプロジェクト管理等の問題によって、

想定を超える原価の発生や納期遅延に伴う損害の発生等により、当社グループの経営成績及び財務

状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥情報セキュリティに関するリスク 

当社グループは業務遂行の一環として、情報処理システム上に保存・蓄積されたお客様の営業情

報や顧客情報を取り扱うことがあります。こうした情報に関し、第三者によるサイバーテロ、また

は当社グループの責に帰すべき事由により紛失、破壊、漏洩等の事態が発生した場合、当社グルー

プの社会的信用やブランドイメージの低下、発生した損害に対する賠償金の支払い等により、当社

グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦人材確保に関するリスク 

当社グループの成長と利益は、専門性に基づいて顧客に価値を提供する優秀な人材の確保・育成

に大きく影響されます。こうした優秀な人材の確保・育成が想定どおりに進まない場合、当社グル

ープの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧技術革新に関するリスク 

当社グループが属する情報サービス産業では、不連続な技術環境の変化が生じることがあります。

当社グループでは、先端技術や基盤技術等の多様な技術動向の調査・研究開発に努めておりますが、

予想を超える革新的な技術の進展への対応が遅れた場合、当社グループの経営成績及び財務状況等

に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑨知的財産権に関するリスク 

当社グループが事業を遂行する上で必要となる知的財産権等の権利につき、当該権利の保有者よ

りライセンス等を受けられず、その結果、特定の技術、商品、またはサービスを提供できなくなる

可能性があります。また、当社グループの事業が他者の知的財産権を侵害したとして、損害賠償請

求を受ける可能性があります。いずれの場合も当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及

ぼす可能性があります。 

⑩親会社の影響力 

当社の親会社である日本電信電話㈱（ＮＴＴ）は、当期末現在、当社の議決権の54.2％を保有し

ている大株主であります。当社はＮＴＴ及びその他の子会社から独立して業務を営んでおりますが、

重要な問題については、ＮＴＴとの話し合い、もしくはＮＴＴに対する報告を行っております。こ

のような影響力を背景に、ＮＴＴは、自らの利益にとって最善であるが、その他の株主の利益とは

ならないかもしれない行動をとる可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

 

 当社は、ＮＴＴを親会社とするＮＴＴグループに属しております。 

同時に、当社グループ（当社、当社の子会社135社及び関連会社23社）は、システムインテグレーション、ネットワー

クシステムサービス、その他、の３つを主な事業として営んでおります。 

 各事業の内容、関係会社の主な位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

 

（システムインテグレーション事業） 

 当事業においては、お客様の個別ニーズに合わせて、データ通信システムを開発し、その販売、賃貸、サービスの提供

等を行っております。なお、本事業の一部を関係会社が分担しております。 

【主な関係会社】 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ北海道 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ東北 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ信越 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ東海 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ北陸 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ関西 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ中国 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ四国 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ九州 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・システムズ 

エヌ・ティ・ティ・データ・システム技術㈱ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・システムサービス 

エヌ・ティ・ティ・データ・テクノロジ㈱ エヌ・ティ・ティ・データ・クリエイション㈱ 

Ｍ．Ｉ．Ｓ．Ｉ．Ｃｏ．，Ｌｔｄ． エヌ・ティ・ティ・データ・ソリューション㈱ 

北京恩梯梯数据系統集成有限公司 エヌ・ティ・ティ・データ・ネッツ㈱ 

エヌ・ティ・ティ・データ先端技術㈱ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・サイエンス 

エヌ・ティ・ティ・データ・セキュリティ㈱ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート 

エヌ・ティ・ティ・データ・フィット㈱ エヌ・ティ・ティ・データ・フォース㈱ 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ウェーブ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ三洋システム 

日本カードプロセシング㈱ ㈱北京エヌ・ティ・ティ・データ・ジャパン 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・フロンティア ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ビジネスブレインズ 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・アイテック エヌ・ティ・ティ・データ・ソフィア㈱ 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ビジネスコンサルティング ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・クイック 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・セキスイシステムズ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ベルＳＣＭソリューションズ

㈱スミス Ｔｈｅ Ｒｅｖｅｒｅ Ｇｒｏｕｐ，Ｌｉｍｉｔｅｄ 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・エンジニアリングシステムズ ㈱メインテック 

㈱コメット情報 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・アウラ 

エヌ・ティ・ティ・データ・ファイナンス・ソリューション㈱ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・テラノス 

㈱エヌ・ティ・ティ・データＮＣＢ エヌ・ティ・ティ・データ・ジェトロニクス㈱ 

ｉｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ ＡＧ  

                                                  他64社 

 

（ネットワークシステムサービス事業） 

 当事業においては、市場のニーズに合わせて、インターネットに代表されるコンピュータネットワークを基盤として、

種々の情報提供、情報処理等のサービスの提供を行っております。なお、本事業の一部を関係会社が分担しております。 

 【主な関係会社】 

エヌ・ティ・ティ・データ・フィナンシャル㈱ ㈱ソリッド・エクスチェンジ 

                                                   他 13社 

 

（その他の事業） 

 当事業においては、お客様の経営上の問題点に係る調査及び分析、データ通信システムの在り方に係る企画及び提案、

メンテナンス及びファシリティマネジメント等を行っております。なお、本事業の一部を関係会社が分担しております。 

 【主な関係会社】 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 エヌ・ティ・ティ・データ・マネジメント・サービス㈱ 

エヌ・ティ・ティ・データ東京エス・エム・エス㈱   エヌ・ティ・ティ・データ・カスタマサービス㈱ 

ＮＴＴ ＤＡＴＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ Ｌ．Ｌ．Ｃ． ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ユニバーシティ 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・スリーシー ザカティーコンサルティング㈱ 

ＮＴＴ ＤＡＴＡ ＥＵＲＯＰＥ ＧｍｂＨ ＆ Ｃｏ． ＫＧ  

                                                  他 23社 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと概ね次のとおりであります。 
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（注）M.I.S.I.Co.,Ltd.については、NTT DATA INTERNATIONAL L.L.C.の100%出資子会社、㈱北京エ

ヌ・ティ・ティ・データ・ジャパンについては、北京恩梯梯数据系統集成有限公司の100％出資子会

社、The Revere Group, Limited については、NTT DATA INTERNATIONAL L.L.C.の60.2%出資

子会社、㈱エヌ・ティ・ティ・データ・アウラについては、㈱エヌ・ティ・ティ・データ三洋システ

ムの100%出資子会社、㈱メインテック、㈱コメット情報については、㈱エヌ・ティ・ティ・データ・

エンジニアリングシステムズの 100%出資子会社、itelligence AG については、NTT DATA 
EUROPE GmbH & Co. KGの77.2%出資子会社です。 

【 シ ス テ ム イ ン テ グ レ ー シ ョ ン 事 業 】 【そ  の  他  の  事  業】  

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・スリーシー 
ザカティーコンサルティング㈱ 

エヌ・ティ・ティ・データ・フィナンシャル㈱ 
㈱ソリッド・エクスチェンジ 

㈱エヌ･ティ･ティ･データ・システムズ 
M.I.S.I.Co.,Ltd. 
㈱エヌ･ティ･ティ･データ･サイエンス 
エヌ･ティ･ティ･データ･セキュリティ㈱ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート 
エヌ･ティ･ティ･データ･フォース㈱ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ウェーブ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ三洋システム 
日本カードプロセシング㈱ 
㈱北京エヌ・ティ・ティ・データ・ジャパン 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ビジネスブレインズ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・アイテック 
エヌ・ティ・ティ・データ・ソフィア㈱ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ビジネスコンサルティング  
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・セキスイシステムズ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ベルＳＣＭソリューションズ  
㈱スミス 
The Revere Group, Limited 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・エンジニアリングシステムズ  
㈱メインテック 
㈱コメット情報 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・アウラ 
エヌ・ティ・ティ・データ・ファイナンス・ソリューション㈱ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・テラノス 
㈱エヌ・ティ・ティ・データNCB 
エヌ・ティ・ティ・データ・ジェトロニクス㈱ 
itelligence AG 

主に地域向け 
システムインテグレーション事業 

主に首都圏等向け 
システムインテグレーション事業

デ ー タ 通 信 シ ス テ ム に 関 連 す る 各 種 サ ー ビ ス 等

㈱エヌ・ティ・ティ・データ北海道 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ東北 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ信越 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ東海 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ北陸 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ関西 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ中国 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ四国 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ九州 

【ネットワークシステムサービス事業】 

システム運用・保全等 総務･経理 
業務代行等 

調査・コンサルティング 助言・支援等システム設計・開発 

エヌ・ティ・ティ・データ・システム技術㈱ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・システムサービス 
エヌ・ティ・ティ・データ・テクノロジ㈱ 
エヌ・ティ・ティ・データ・クリエイション㈱ 
エヌ・ティ・ティ・データ・ソリューション㈱ 
北京恩梯梯数据系統集成有限公司 
エヌ・ティ・ティ・データ・ネッツ㈱ 
エヌ・ティ・ティ・データ先端技術㈱ 
エヌ・ティ・ティ・データ・フィット㈱ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・フロンティア 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・クイック 

エヌ・ティ・ティ・データ・マネジメント・サービス㈱ 
NTT DATA INTERNATIONAL L.L.C. 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ユニバーシティ 
NTT DATA EUROPE GmbH & Co. KG 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所

【親会社】日本電信電話㈱

当  社 

エヌ・ティ・ティ・データ東京エス・エム・エス㈱

エヌ・ティ・ティ・データ・カスタマサービス㈱

お  客  様 

凡例：図中の               は、それぞれ次の事業別セグメントを示しています。

システムインテグレーション事業

ネットワークシステムサービス事業

その他の事業
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３．経 営 方 針 

 

 

(1) 経営の基本方針 

当社グループは、常に時代の先を読み、市場環境の変化、お客様のニーズ、最新の技術動向に迅速・

的確に対応し、お客様の価値を高めるために、様々な情報サービスを提供することにより、豊かな社

会を創造することが使命であると考えております。こうした考え方のもと、利益重視の経営を徹底し

収益力の向上を図るとともに、継続的な成長を実現すべく、安定して利益創出できる企業体質の確立

を目指し、経営にあたっております。 

 

(2) 中長期的な会社の経営戦略 

情報サービス産業においては、景況感の悪化に伴い、企業のＩＴ投資の拡大幅縮小が予想されるも

のの、企業の競争力維持や法規制対応等に向けたシステム投資需要は変わらず、中長期的には市場の

成長が見込まれます。 
一方、お客様による価格低減や短期開発の要望の増加、ハードウェアベンダのシステム・サービス

志向等による受注競争の激化、人手不足の深刻化、オフショア開発の広がり等、様々な事業環境の変

化が生じております。 
さらに当社グループとしては、安定的な大規模システムの減少、新規システムの増加、ダウンサイ

ジングの進展等により市場における競争力確保が課題となっております。 
こうした事業環境の中で、当社グループの競争優位性を確保し、企業や社会の発展に不可欠な戦略

的ＩＴ投資需要に応えていくため、当社グループは『変革の先進企業』を目指して、「量（売上）から

質（仕事のやり方、価値創造ビジネス）への転換」を図り、「お客様満足度 No.1 の追求」に全力を挙

げて取り組んでまいります。 
この実現に向けた中期経営の主な取組として、「営業の変革」、「開発プロセスの変革」、「グループ

経営の効率的な推進」、「低採算ビジネスの見直し」、「成長エンジン」、「人財育成」を実施し、事業の

発展及び当社グループの企業価値拡大に向け取り組んでまいります。 
 

具体的な取組内容は次のとおりであります。 
①「営業の変革」への取組 

コンサルティング営業の強化により、お客様の真のニーズをくみ取り、提案することができる

『ＩＴパートナー』を目指すとともに、フェージング契約の推進により、お客様向けの要件定義

の『見える化』、正確な見積もりを実施し、適切な契約の推進を図ります。 
②「開発プロセスの変革」への取組 

システム開発のメソドロジーや開発プラットフォームの統一を図ることで仕事の標準化を推

進し、品質及び生産性の向上を目指します。主な取組内容は以下の通りです。 
・開発メソドロジーとプロセスの統一 
・グループ会社・協力会社も含めたプラットフォームの統一 
・海外発注の推進 
・新しい開発生産手法へのチャレンジ 

③「グループ経営の効率的な推進」への取組 
グループ会社の役割を明確にし、ミッションの重複をなくす等グループの全体最適化を行うと

ともに、戦略購買、管理業務の効率化、情報基盤整備等の主要施策のグループ展開を図り、グル

ープシナジーの発揮により経営の質的向上を実現してまいります。 
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④「低採算ビジネスの見直し」への取組 
事業の撤退・グループ会社への移管等による収益性の抜本的改善や、収益性の高いビジネスへ

の人的・物的リソースのシフトを推進します。一方、将来性が見込める社会的使命の高いビジネ

スについては長期的視点で継続的に取り組んでまいります。 
⑤「成長エンジン」への取組 

『ヘルスケア』や『組み込みソフト』等の特定事業領域に焦点を絞り、トップダウンにより長

期的スパンで経営資源を集中投下し、事業規模と収益性を併せ持つ事業基盤の構築を目指してま

いります。 
⑥「人財育成」への取組 

『プロフェッショナルＣＤＰ』の認定運用の拡大・定着を進めるとともに、プロフェッショナ

ル人材輩出のための育成プログラムの整備及び若手人財育成強化策の整備に取り組むことで、グ

ループ全体の人財のスキルアップを促進します。 
 

(3) 目標とする経営指標 

当社グループは、情報サービス産業の市場成長率と同じ程度の成長を維持しつつ、「量（売上）か

ら質（利益）への転換」を図り、売上高営業利益率を重視した経営に取り組んでまいります。 

具体的には、増収増益を維持しつつ、収益性向上に軸足を移すことを基本とし、平成 22 年 3 月期

において、売上高営業利益率 10%を目標としております。 

 

(4) 対処すべき課題 

当社グループは、公共分野と金融分野における社会基盤的な大規模システムを中心に事業を展開し

てまいりましたが、この３ヵ年で、顧客基盤の拡大等により、法人分野の売上高を大幅に増加させた

ことで、現在では３分野の売上高はほぼ均等となっております。 

しかしながら、当社グループの売上高に占める法人分野の割合は、情報サービス市場全体に比べる

と、依然として低い状況にあります。また、公共分野における最適化計画の進展による競争入札、分

割入札等の新たな発注形態の発生や、ダウンサイジングの影響等により、価格は低下傾向にあります。

さらに、急成長するインドや中国といった新興国の情報サービス企業が、グローバル競争をもたらし

つつあります。 

当社グループでは、このような事業環境を踏まえ、法人分野の顧客基盤の強化を引き続き推進して

まいります。さらに、グローバルに事業を展開する法人顧客を支援する体制の強化、グローバルリソ

ースの活用並びにベストプラクティスの獲得を目的として、積極的にグローバル基盤の拡大にも取り

組んでまいります。 

当社グループは、これらの取組を通じて事業構造の転換を図っていくとともに、お客様にＩＴを通

した変革という価値を創造・提供していく企業となるべく、改善とイノベーションを進めてまいりま

す。また、内部統制システムの強化を推進し、企業の信頼性向上にも努めてまいります。 
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４．連結財務諸表等 

 

 (1) 連結貸借対照表 

 （単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度

（平成19年３月31日現在）

当 連 結 会 計 年 度 

（平成20年３月31日現在） 
           期    別 

 

 科    目 

増 減（△） 

金 額       構成比 金 額       構成比 

（ 資 産 の 部 ）             ％  ％ 

   

流 動 資 産           ３６７,２４６   33.8 ４１８,１４６  35.0 ５０,９００

   現 金 及 び 預 金                １１２,７７７ １１２,９００ １２２

  受 取 手 形 及 び 売 掛 金                １８５,６６１ ２０６,６５５  ２０,９９３

  た な 卸 資 産                ２９,３７０ ４２,０７２  １２,７０１

  繰 延 税 金 資 産                １１,２１９ １５,１５３  ３,９３４

  そ の 他                ２８,７４８ ４２,５６８  １３,８１９

  貸 倒 引 当 金                △     ５３２ △   １,２０２  △   ６７０

   

固 定 資 産           ７２０,１００   66.2 ７７５,６８０ 65.0  ５５,５７９

 有 形 固 定 資 産             ３３９,６１４ (31.2) ３７６,８０９ (31.6)

  

３７,１９５

  デ ー タ 通 信 設 備                １２０,６８０ １４５,２７６ ２４,５９５

   建 物 及 び 構 築 物                １０４,７９９ １０４,６６２ △   １３６

  機 械 装 置 及 び 運 搬 具                １１,９１１ １５,０６８  ３,１５６

  工 具 器 具 及 び 備 品                １３,６４３ １４,５１２  ８６９

１９  土 地                ４８,７７０ ４８,７８９  

１７,２３１    リ ー ス 資 産 － １７,２３１  

△８,５４０  建 設 仮 勘 定                ３９,８０９ ３１,２６９  

 無 形 固 定 資 産             ３５,２４９２６２,５０７ (24.1) ２９７,７５７ (24.9) 

  ソ フ ト ウ ェ ア                △  １,９９６２１７,２１８ ２１５,２２１  

  ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定                １７,２３３３７,１７２ ５４,４０６  

  そ の 他                ２０,０１２８,１１６ ２８,１２９  

 投 資 そ の 他 の 資 産             △ １６,８６４１１７,９７７ (10.9) １０１,１１３ (8.5) 

  投 資 有 価 証 券                △  １,１２９２４,００６ ２２,８７７  

  繰 延 税 金 資 産                △ １４,９２３６５,６４１ ５０,７１７  

  そ の 他                △   ６３４２９,０１７ ２８,３８２  

   貸 倒 引 当 金                △   １７６△   ６８６  △    ８６３ 

資 産 合 計             １,０８７,３４６ 100.0 １,１９３,８２７ 100.0 １０６,４８０

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。      
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㈱エヌ・ティ・ティ・データ（9613） 平成 20 年３月期 決算短信 

                                                                                             （単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度
（平成19年３月31日現在）

当 連 結 会 計 年 度 
（平成20年３月31日現在） 増 減（△） 

           期    別 
 
 
 科    目  金 額       構成比 金 額       構成比 

   
（ 負 債 の 部 ）             ％ ％  

   

流 動 負 債           35.4 21.7 １８７,３４０４２３,１４１ ２３５,８０１

 買 掛 金                １７,７８７１０５,９６９ ８８,１８１

 短 期 借 入 金                △  ２,７９８１４,４７１ １７,２７０

 コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー                ４５,０００４５,０００ －

 １年以内に返済予定の長期借入金 ６３３８,１６４ ７,５３１

 
１ 年 以 内 に 償 還 予 定 の 社 債                １７,９３０６０,０００ ４２,０６９

 
未 払 金 ９７,４２８９７,４２８ －  

 
リ ー ス 債 務 １３,３４２１３,３４２ －

 

 未 払 法 人 税 等                △ １５,５４６５,１２８ ２０,６７５
 

 受 注 損 失 引 当 金 ４,７３９４,７３９ －  

 そ の 他                ８,８２３６８,８９６ ６０,０７３
   

28.0 17.4 固 定 負 債           △ ９７,２３８２０７,７０５ ３０４,９４４

 △ ５９,７５１６３,２３３ 社 債                １２２,９８４

△  ６,１４０５０,３３４ ５６,４７５長 期 借 入 金                

２３,４０４２３,４０４ －リ ー ス 債 務 

△ ５４,０８９６５,０６８ １１９,１５８退 職 給 付 引 当 金                

△   ３５１１,０６５ １,４１６役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金                

そ の 他                △    ３１０４,５９９ ４,９０９

６３０,８４７ ９０,１０２５４０,７４５ 49.7 52.8 負 債 合 計             

（ 純 資 産 の 部 ）    

株 主 資 本 ５３３,４３２ 49.1 ５４８,３３３ 45.9  １４,９０１

－資 本 金 １４２,５２０ (13.1) １４２,５２０ (11.9) 

－資 本 剰 余 金 １３９,３００ (12.8) １３９,３００ (11.7) 

利 益 剰 余 金 ２５１,６１２ (23.2) ２６６,５１３ (22.3) １４,９０１

評 価 ・ 換 算 差 額 等 １,４８４ 0.1 △    １９９ △0.0  △  １,６８４

その他有価証券評価差額金 １,７２７ (0.1) ８６０ (0.1) △      ８６６

為 替 換 算 調 整 勘 定 △     ２４２ (△0.0) △   １,０６０ (△0.1) △   ８１７

少 数 株 主 持 分 １１,６８４ 1.1 １４,８４６ 1.3  ３,１６１

純 資 産 合 計 ５４６,６０１ 50.3 ５６２,９７９ 47.2  １６,３７８

負 債 ・ 純 資 産 合 計 １,０８７,３４６ 100.0 １,１９３,８２７ 100.0  １０６,４８０

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(2) 連結損益計算書 

（単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

          期    別 
 
 
 
 科    目 

増 減（△） 

金 額       百分比 金 額       百分比 

  ％  ％  

売 上 高              １,０４４,９１８ 100.0 １,０７４,４０５ 100.0 ２９,４８６

売 上 原 価              ７８６,３２７   75.3 ８１３,３４３   75.7 ２７,０１５

売 上 総 利 益              ２５８,５９０ 24.7 ２６１,０６１ 24.3 ２,４７０

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費              １６８,３４０ 16.1 １６５,１４９ 15.4 △ ３,１９０

営 業 利 益              ９０,２５０ 8.6 ９５,９１１ 8.9 ５,６６１

   

営 業 外 収 益              ４,５２５ 0.4 ４,８９０ 0.5 ３６５

受 取 利 息               ２５３ ５１９  ２６５

受 取 配 当 金               ３４９ ６０５  ２５５

 そ の 他               ３,９２１ ３,７６５  △   １５５

営 業 外 費 用              ９,００６ 0.8 ６,４５９ 0.6 △ ２,５４６

支 払 利 息               ３,６３９ ３,５３９  △   １００

そ の 他               ５,３６６ ２,９２０  △ ２,４４５

   

経 常 利 益              ８５,７６９ 8.2 ９４,３４２ 8.8 ８,５７３

   

特 別 利 益 － １９,２９１ 1.8 １９,２９１

ＮＴＴ厚生年金基金代行返上益  － １９,２９１ １９,２９１

特 別 損 失 － ６２,１４０ 5.8 ６２,１４０

出向政策の見直し等に係る関連費用  － ４０,８００ ４０,８００

リース会計基準の適用に伴う影響額  － １９,３１８ １９,３１８

の れ ん 一 括 償 却 額  － ２,０２１ ２,０２１

税金等調整前当期純利益              ８５,７６９ 8.2 ５１,４９２ 4.8 △３４,２７６

法人税、住民税及び事業税              ３３,４５２ 3.2 ７,７８１ 0.7 △２５,６７１

法 人 税 等 調 整 額              ６０２ 0.1 １２,２０４ 1.2 １１,６０１

少 数 株 主 利 益              １,０７６ 0.1 １,０５２ 0.1 △    ２３

当 期 純 利 益              4.8５０,６３７ ３０,４５４ 2.8 △２０,１８２
 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(3)連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（単位：百万円） 
 

株 主 資 本  
 
 
 資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 １４２,５２０ １３９,３００ ２１１,７８１ ４９３,６０１

連結会計年度中の変動額  

役員賞与 （注1） △    ８１ △    ８１

剰余金の配当 （注1） △  ４,２０７ △  ４,２０７

剰余金の配当 （注2） △  ５,６１０ △  ５,６１０

当期純利益 ５０,６３７ ５０,６３７

子会社連結除外による増加 ４１ ４１

連結子会社増加による減少 △   ９４７ △   ９４７

  株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
 

連結会計年度中の変動額合計  －  － ３９,８３１ ３９,８３１

平成19年３月31日残高 １４２,５２０ １３９,３００ ２５１,６１２ ５３３,４３２

 
 

（単位：百万円） 

評価・換算差額等  
 
 
 

 

その他 

有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 

純資産 

合計 

平成18年３月31日残高 ２,３９５ △ ２９３ ２,１０２ ９,９０７ ５０５,６１０

連結会計年度中の変動額  

役員賞与 （注1）  △   ８１

剰余金の配当 （注1）  △ ４,２０７

剰余金の配当 （注2）  △ ５,６１０

当期純利益  ５０,６３７

子会社連結除外による増加  ４１

連結子会社増加による減少  △  ９４７

 株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
△  ６６８ ５０ △  ６１７ １,７７７ １,１５９

連結会計年度中の変動額合計 △  ６６８ ５０ △  ６１７ １,７７７ ４０,９９１

平成19年３月31日残高 １,７２７ △  ２４２ １,４８４ １１,６８４ ５４６,６０１

 
（注1）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

（注2）平成18年10月の中間決算取締役会において決議しております。 

（注3）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（単位：百万円） 
 

株 主 資 本  
 
 
 資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株主資本合計 

平成19年３月31日残高 １４２,５２０ １３９,３００ ２５１,６１２ ５３３,４３２

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当 （注1） △  ８,４１５ △  ８,４１５

剰余金の配当 （注2） △  ７,０１２ △  ７,０１２

当期純利益 ３０,４５４ ３０,４５４

持分法適用会社増加による減少 △    １２６ △    １２６

  株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
 

連結会計年度中の変動額合計  －  － １４,９０１ １４,９０１

平成20年３月31日残高 １４２,５２０ １３９,３００ ２６６,５１３ ５４８,３３３

 
（単位：百万円） 

評価・換算差額等  
 
 
 

 

その他 

有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主 

持分 

純資産 

合計 

平成19年３月31日残高 １,７２７ △ ２４２ １,４８４ １１,６８４ ５４６,６０１

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当 （注1）  △ ８,４１５

剰余金の配当 （注2）  △ ７,０１２

当期純利益  ３０,４５４

持分法適用会社増加による減少  △   １２６

 株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
△  ８６６ △  ８１７ △ １,６８４ ３,１６１ １,４７７

連結会計年度中の変動額合計 △  ８６６ △  ８１７ △ １,６８４ ３,１６１ １６,３７８

平成20年３月31日残高 ８６０ △ １,０６０ △  １９９ １４,８４６ ５６２,９７９

 
（注1）平成19年６月の定時株主総会における剰余金処分項目であります。 

（注2）平成19年10月の中間決算取締役会において決議しております。 

（注3）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

期    別 
 

 

 科    目 金     額 金     額 
 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 費 

無 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 費 

有 形 固 定 資 産 除 却 損 

無 形 固 定 資 産 除 却 損 

退職給付引当金の増加額又は減少額（△） 

支 払 利 息 

リ ー ス 会 計 基 準 の 適 用 に 伴 う 影 響 額 

出 向 政 策 の 見 直 し 等 に 係 る 関 連 費 用 

売 上 債 権 の 減 少 額 又 は 増 加 額 （ △ ） 

た な 卸 資 産 の 減 少 額 又 は 増 加 額 （ △ ） 

仕 入 債 務 の 増 加 額 又 は 減 少 額 （ △ ） 

未払消費税等の増加額又は減少額（△） 

そ の 他 

 

 

８５,７６９ 

５９,７６１ 

７４,１１３ 

４,４１８ 

１４,５６８ 

△    ２,３２８ 

 ３,６３９ 

－ 

－ 

△    １９,８５２ 

 １８,８１２ 
１７４ 

    ３,４０６ 

４,４９５ 

 

 

５１,４９２ 

７５,３５５ 

７２,３２８ 

９,３２５ 

２,２５３ 

△   ２１,９０８ 

３,５３９ 

１９,３１８ 

４０,７７３ 

△    ９,６４１ 

△   １２,３００ 

１,９６６ 

△    ４,８９９ 

３４,９８３ 

小 計 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 

利 息 の 支 払 額 

法 人 税 等 の 支 払 額 

２４６,９７７ 

６０２ 
△     ３,７５１ 

△   ２８,８８５ 

２６２,５８６ 

１,１２５ 

△    ３,６２９ 

△   ３５,４３３ 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 

連 結 子 会 社 の 取 得 に よ る 支 出 

連 結 子 会 社 の 取 得 に よ る 収 入 

そ の 他 

２１４,９４２ 
 

 

△    ７４,０１６ 

△    ６０,１４１ 

４９２ 

△     １,７５８ 

１,８１８ 
△        ５３ 

１,００１ 

１,０１９ 

２２４,６４９ 
 

 

△   ７９,０４１ 

△   ８７,６２３ 

１８９ 

△      ５３９ 

８１８ 

△   ２１,７４５ 

－ 

２,９４５ 

投資活動によるキャッシュ・フロー 
 

△   １３１,６３７ 
 

△    １８４,９９５ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー の 純 増 減 額 

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 

配 当 金 の 支 払 額 

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 

少 数 株 主 に よ る 株 式 払 込 収 入 

少 数 株 主 か ら の 株 式 買 取 支 出 

 

△    ３０,０８２ 

 １３,８１８ 

△     ４,６５６ 

△    １５,０００ 
  △    １１,７１２ 

－ 

△     ９,８２１ 

△       １８７ 

２０９ 

 － 

 

△   ４２,０７０ 

１５ 

△    ７,５３７ 

４５,０００ 

△    ２,７９７ 

△   １６,３０８ 

△   １５,４２２ 

△      ２０７ 

７４０ 

△      １１９ 

財務活動によるキャッシュ・フロー 
 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                 

△    ５７,４３２ 
 

５８ 

△   ３８,７０６ 

 
△      ８２０ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△）                 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の増加額 

   ２５,９３０ 

８６,２４３ 

６１０ 

１２６ 

１１２,７８４ 

－ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高                 １１２,７８４ １１２,９１０ 

（参考）Ⅰ＋Ⅱ （フリー・キャッシュ・フロー） ８３,３０４ ３９,６５３ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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・連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
 

子会社 135 社すべてを連結しております。  

主要な連結子会社名は「２．企業集団の状況」に記載のとおりであります。 

なお、新たな出資及び設立に伴い、当連結会計年度より itelligence AG 等 42 社を新規に連結子会社に含めてお

ります。 

また、子会社の清算により、㈱ｲｰﾎﾞｽ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ等３社を連結子会社から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

 

関連会社については、㈱ｴﾇ・ﾃｨ・ﾃｨ ﾒﾃﾞｨｱｸﾛｽ等 23 社すべてに持分法を適用しております。 

なお、当連結会計年度より、従来は持分法を適用しない関連会社 22 社についても、グループ経営の更なる推進の

観点から、新たに持分法を適用しております。 
 
 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 

連結子会社のうち、国内連結子会社１社及び在外連結子会社 40 社の決算日は 12 月 31 日であります。 
また、国内連結子会社１社の決算日は９月 30 日であります。 
連結財務諸表の作成にあたっては、決算日が 12 月 31 日の連結子会社については、同決算日現在の財務諸表を使用

しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
決算日が９月 30 日の連結子会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 
なお、持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 
 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 

(1) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 

定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）を採用

しております。 

 

（追加情報） 

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度から、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益、及び税金等調整前当期純利益がそれぞ

れ 795 百万円減少しております。 

 
② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 

無形固定資産（ソフトウェアを除く）については、定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアの減価償却の方法は次のとおりです。 

 

イ 市場販売目的のソフトウェア 

 

市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償

却額と販売可能な残存販売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によって

おります。 

 

ロ 自社利用のソフトウェア 

 

自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。 

ただし、サービス提供目的のソフトウェアで、特定顧客との契約に基づく、データ通信サービス用ソフ

トウェアについては、当該契約に基づく料金支払期間にわたって均等償却しております。 

- 21 - 



㈱エヌ・ティ・ティ・データ（9613） 平成 20 年３月期 決算短信 

 
③ リース資産 

 

イ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 

ロ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 

有形リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を 10％として計算した定率法による

減価償却費相当額に９分の 10 を乗じる方法を採用しております。 
無形リース資産については、定額法を採用しております。 
 
 

(2) 重要な引当金の計上基準 
 

① 受注損失引当金 

 
受注契約に係る将来損失に備えるため、当連結会計年度末における手持受注案件のうち、損失発生の可能性

が高く、かつその金額を合理的に見積もることが可能な案件の仕掛品残高を上回る当該見積額を計上しており

ます。 

 
（追加情報） 

当連結会計年度から、新中期経営方針における営業・開発プロセスの変革等を推進する中、受注環境の変化

等により、システム開発等における将来損失発生見込み額の重要性が高まったため、仕掛品残高を上回る当該

見積額について、受注損失引当金として計上しております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が 4,739 百万

円減少しております。 

 
② 退職給付引当金 

 

従業員の退職給付に備えるため、当社においては、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。また、連結子

会社においては一部を除いて簡便法を適用しております。 

なお、当社における会計基準変更時差異については、15 年定額償却（退職給付費用から控除）を行っており

ます。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理す

ることとしております。 

 

（追加情報） 

当社及び連結子会社の一部において、確定給付企業年金法の施行に伴い、ＮＴＴ厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成 15 年９月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け、平成 19 年７月１日に過去

分返上の認可を受けるとともに、平成 20 年 2月 26 日に国へ資産を返還いたしました。 

これにより、当連結会計年度における損益に与えている影響額は、特別利益として 19,291 百万円計上してお

ります。 

 
③ 役員退職慰労金引当金 
 

連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額相当額を計上して

おります。 
 
 
 
なお、上記事項以外は、最近の有価証券報告書（平成19年６月25日提出）における記載から重要な変更がないため、

開示を省略しております。 
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・連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

１．リース取引に関する会計基準 
 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号（平成５年６月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平成

19 年３月 30 日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成６年

１月 18 日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改正））が平成 19 年４月１日以後開始する

連結会計年度から適用することができることになったことに伴い、当連結会計年度から、同会計基準及び同適用指針

を適用しております。 
これにより、営業利益が 2,936 百万円、経常利益が 2,931 百万円増加し、税金等調整前当期純利益が 16,387 百万

円減少しております。 
 

２．役員退職慰労金引当金 
 

当連結会計年度から、連結財務諸表退出会社における、平成 18 年６月 22 日の第 18 回定時株主総会等で決議され

た役員及び執行役員の退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給見込み額について、固定負債のその他に計上しており

ます。 
この変更は、監査第一委員会報告第 42 号「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金に関する

監査上の取扱い」が平成 19 年４月 13 日に改正されたことによるものであります。 
これにより、固定負債のその他が 248 百万円増加しておりますが、固定負債合計に与える影響はありません。 

 
 
・ 表 示 方 法 の 変 更  
 
 

前連結会計年度において流動負債の「その他」に含めて表示していた「未払金」については、その金額の重要性が

高まったことから、当連結会計年度より区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の流動負債「その他」に含まれている「未払金」は、23,218百万円であります。 

 

 

･ 追 加 情 報  
 

従来から、システムインテグレーション事業売上高のうち、複数のサービスを提供する契約については、サービス

要素毎に収益を認識しておりましたが、平成19年４月1日より、「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務

上の取扱い」（平成18年３月30日企業会計基準委員会：実務対応報告第17号）が適用されたことに伴い、会計処理に

ついて見直しを行った結果、複数のソフトウェア関連サービスを提供する契約のうち、それらが有機的一体のサービ

スとして提供されると認められるものについては、サービス要素毎ではなく、すべての収益要素をサービス提供期間

にわたるその履行に応じて認識することといたしました。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が5,320百万円減少

しております。 
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・ 連 結 貸 借 対 照 表 注 記  
 

  前連結会計年度   
（平成19年３月31日現在） 

  当連結会計年度   
（平成20年３月31日現在） 

  
１．担保資産及び担保付債務 
 （1）担保資産 
    受取手形及び売掛金           402百万円 
    建物及び構築物         19,818百万円 
     機械装置及び運搬具               132百万円
    工具器具及び備品                  344百万円 

 
 
 
 
（2）担保付債務 
   特定目的会社の長期借入金       31,619百万円 

   （１年以内に返済予定のものを含む） 
   長期借入金                      5,467百万円 

   （１年以内に返済予定のものを含む） 
 
２．有形固定資産の減価償却累計額    547,048百万円 
 
３．関連会社に対する投資有価証券等 

１．担保資産及び担保付債務 
 （1）担保資産 
    受取手形及び売掛金           868百万円 
    建物及び構築物         19,654百万円 
     機械装置及び運搬具               895百万円
    工具器具及び備品                  277百万円 
    土地                         15百万円 
    建設仮勘定                      38百万円 
    ソフトウェア                     92百万円 
 
（2）担保付債務 
   特定目的会社の長期借入金       25,163百万円 

   （１年以内に返済予定のものを含む） 
長期借入金                      6,504百万円 

   （１年以内に返済予定のものを含む） 
 
２．有形固定資産の減価償却累計額    589,930百万円 
 
３．関連会社に対する投資有価証券等 

投資有価証券（株式）             2,449百万円   投資有価証券（株式）            2,723百万円 
その他（関係会社出資金）           416百万円 その他（関係会社出資金）          413百万円 

  
４．保証債務 

建物賃貸契約に対する賃借料 
Quality Technology Services 
Jersey City,LLC                   1,928百万円 

            （外貨額 16,332千米ドル）
 

４．保証債務 
建物賃貸契約に対する賃借料 
Quality Technology Services 
Jersey City,LLC                   1,286百万円 

            （外貨額 12,840千米ドル）
 

５．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 
  第８回国内無担保普通社債          30,000百万円
    第14回国内無担保普通社債          30,000百万円

 

５．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 
  第８回国内無担保普通社債          30,000百万円
    第14回国内無担保普通社債          30,000百万円

 

 
 
・ 連 結 損 益 計 算 書 注 記  
 

前連結会計年度 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 

自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

  
           特別損失として計上している、出向政策の見直し等に

係る関連費用は、当社からグループ会社への出向者のう
ち希望者を対象にグループ会社への転籍、及び就労ニー
ズへの多様化に対応した転進支援の充実施策により発生
した、転籍一時金及び退職給付一時費用の計上等であり
ます。 
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・ 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 注 記 
 

前連結会計年度 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 

自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

１．発行済株式の種類及び総数 １．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式   普通株式 

前連結会計年度末                       2,805,000 株 前連結会計年度末                       2,805,000 株

当連結会計年度増加                             0 株 当連結会計年度増加                             0 株

当連結会計年度減少                             0 株 当連結会計年度減少                             0 株

当連結会計年度末                       2,805,000 株 当連結会計年度末                       2,805,000 株

 

２．配当に関する事項 

 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

① 平成 18 年６月 22 日定時株主総会決議 

(1)配当金支払額 

①  平成 19 年６月 22 日定時株主総会決議 

普通株式 

配当金の総額                     4,207 百万円

普通株式 

配当金の総額                     8,415 百万円

１株当たり配当額                     1,500 円 １株当たり配当額                     3,000 円

基準日                    平成 18 年３月 31 日 基準日                    平成 19 年３月 31 日

効力発生日                平成 18 年６月 23 日 効力発生日                平成 19 年６月 25 日

 

② 平成 18 年 10 月 31 日取締役会 

 

② 平成 19 年 10 月 31 日取締役会 

普通株式 

配当金の総額                     5,610 百万円

普通株式 

配当金の総額                     7,012 百万円

１株当たり配当額                     2,000 円 １株当たり配当額                     2,500 円

基準日                    平成 18 年９月 30 日 基準日                    平成 19 年９月 30 日

効力発生日                平成 18 年 12 月１日

 

効力発生日                平成 19 年 12 月３日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の

効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

平成 19 年６月 22 日開催予定の第 19 回定時株主総会

において、次のとおり付議する予定であります。 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の

効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

平成 20 年６月 20 日開催予定の第 20 回定時株主総会

において、次のとおり付議する予定であります。 

普通株式 

配当金の総額                       8,415 百万円

配当の原資                          利益剰余金

普通株式 

配当金の総額                       7,012 百万円

配当の原資                          利益剰余金

１株当たり配当額                       3,000 円 １株当たり配当額                       2,500 円

基準日                      平成 19 年３月 31 日 基準日                      平成 20 年３月 31 日

効力発生日                  平成 19 年６月 25 日 効力発生日                  平成 20 年６月 23 日

  

 

 

・ 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 注 記  
 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

  
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
  

現金及び預金勘定             112,777百万円 
取得日から３ヵ月 

以内に満期日又は 

償還日の到来する 

短期投資（流動資 
産その他）                           6百万円 

現金及び預金勘定             112,900百万円 
取得日から３ヵ月 

以内に満期日又は 

償還日の到来する 

短期投資（流動資 
産その他）                          10百万円 

現金及び現金同等物            112,784百万円 現金及び現金同等物            112,910百万円 

  

 
 
 

- 25 - 



㈱エヌ・ティ・ティ・データ（9613） 平成 20 年３月期 決算短信 

・ １ 株 当 た り 情 報  
 

  前連結会計年度   
（平成19年３月31日現在） 

  当連結会計年度   
（平成20年３月31日現在） 

  
１．１株当たり純資産額        190,701円15銭 １．１株当たり純資産額        195,413円06銭

２．１株当たり当期純利益        18,052円51銭 ２．１株当たり当期純利益        10,857円33銭

 
 

・重要な後発事象  

 

  前連結会計年度   
（平成19年３月31日現在） 

  当連結会計年度   
（平成20年３月31日現在） 

  
連結財務諸表提出会社及び連結子会社の一部は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分に
ついて、平成19年４月17日に厚生労働大臣に対して過去
分返上の認可申請をしております。 

          

 
          連結財務諸表提出会社は平成20年３月28日開催の取締

役会決議に基づき、次のとおり社債を発行しました。 
 
銘柄    第20回無担保社債 
発行年月日 平成20年４月22日 
発行総額  50,000百万円 
発行価格  額面100円につき99円97銭 
利率    年1.10％ 
償還期限  平成25年６月20日 
担保    無担保・無保証 
使途    社債・コマーシャルペーパー償還資金 
 
銘柄    第21回無担保社債 
発行年月日 平成20年４月22日 
発行総額  50,000百万円 
発行価格  額面100円につき99円93銭 
利率    年1.60％ 
償還期限  平成30年３月20日 
担保    無担保・無保証 
使途    社債・コマーシャルペーパー償還資金 
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セグメント情報 
 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
 
    前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （単位：百万円） 

区    分 
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ       
ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事業       

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ      
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 事業      

その他の事業 計 
消去又は 
全 社     

連 結

Ⅰ売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

786,066 65,178 193,673 1,044,918 - 1,044,918 

(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部         
売上高又は振替高 

44,710 3,904 42,890 91,505 (91,505) - 

計 830,776 69,083 236,563 1,136,423 (91,505) 1,044,918 

営業費用 738,500 65,182 223,702 1,027,385 (72,717) 954,668 

営業利益 92,276 3,900 12,861 109,038 (18,788) 90,250 

Ⅱ資産、減価償却費及び 
資本的支出 

      

資産 662,285 46,600 183,195 892,082 195,264 1,087,346 

減価償却費 109,544 8,140 9,005 126,690 540 127,230 

資本的支出 114,391 9,594 15,553 139,540 24 139,564 

   

 

    当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 
（単位：百万円） 

区    分 
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ       
ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事業       

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ      
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 事業      

その他の事業 計 
消去又は 
全 社     

連 結

Ⅰ売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

786,652 70,883 216,869 1,074,405  1,074,405 

(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部         
売上高又は振替高 

48,319 4,620 52,531 105,470 (105,470) － 

計 834,972 75,503 269,400 1,179,876 (105,470) 1,074,405 

営業費用 744,677 70,230 248,604 1,063,512 (85,018) 978,493 

営業利益 90,294 5,272 20,795 116,363 (20,451) 95,911 

Ⅱ資産、減価償却費及び 
資本的支出 

      

資産 764,502 50,597 194,914 1,010,015 183,812 1,193,827 

減価償却費 122,142 8,979 8,383 139,505 548 140,054 

資本的支出 148,946 11,345 16,466 176,757 68 176,826 

 

（注）１．事業区分の方法 

     サービスの種類・性質及び販売市場の類似性等を考慮して区分しております。 

 

 ２．各区分に属する主な内容 

事 業 区 分         主 な 内 容                   

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ事業             
お客様の個別ニーズに合わせて、データ通信システムを開発し、その販売、賃貸、サ

ービスの提供等を行う事業であります。 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ事業             
市場のニーズに合わせて、インターネットに代表されるコンピュータネットワークを

基盤として、種々の情報提供、情報処理等のサービスを提供する事業であります。 

そ の 他 の 事 業             
お客様の経営上の問題点に係る調査及び分析、データ通信システムの在り方に係る企

画及び提案、メンテナンス及びファシリティマネジメント等を行う事業であります。
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 ３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は次のとおりであります。 

  （単位：百万円） 

 前 連 結 会 計 年 度          当 連 結 会 計 年 度          主 な 内 容          

消去又は全社項目に含

めた配賦不能営業費用

の金額 

 

17,851 

 

18,977 

連結財務諸表提出会社における

総務部門等の管理部門に係る費

用であります。 

消去又は全社項目に含

めた全社資産の金額 
195,264 183,812 

連結財務諸表提出会社における

余資運用資金（現金及び預金）及

び管理部門に係る資産等であり

ます。 

 

 ４．会計処理方法の変更 

          前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

          記載すべき事項はありません。 

 

          当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

          ①リース取引に関する会計基準 

      「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社及び当社連結子会社におい

て、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成

19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））を、当連結会計年度より適用しており

ます。 

      この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益が、システムインテグレーシ

ョン事業が2,873百万円増加、ネットワークシステムサービス事業が26百万円減少、その他の事業が97万円増加し、

資産が、システムインテグレーション事業が17,041百万円増加、ネットワークシステムサービスが268百万円増加、

その他の事業が2,162百万円増加し、減価償却費が、システムインテグレーション事業が12,103百万円増加、ネッ

トワークシステムサービスが128百万円増加、その他の事業が735百万円増加しております。 

 

          ②有形固定資産の減価償却の方法 

      「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び当社連結子会社において、法

人税法の改正に伴い、取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度から、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益が、システムインテグレーション事

業が366百万円、ネットワークシステムサービス事業が267百万円、その他の事業が146百万円減少し、減価償却費

が、それぞれ同額増加しております。 

 

          ③受注損失引当金の計上 

      「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び当社連結子会社において、新

中期経営方針における営業・開発プロセスの変革等を推進する中、受注環境の変化等により、システム開発等に

おける将来損失発生見込み額の重要性が高まったため、仕掛品残高を上回る当該見積額について、受注損失引当

金として計上しております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益については、システムインテグレー

ション事業が4,739百万円減少しております。 
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２．所在地別セグメント情報 
 
    前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

     全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を超えてい

るため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

    当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

     全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を超えてい

るため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

 

３．海外売上高 
 
    前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

     海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

    当連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 
     海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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税 効 果 会 計 

 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
                           （単位：百万円） 

区    分 
前 連 結 会 計 年 度 

（平成19年３月31日現在） 

当 連 結 会 計 年 度 

（平成20年３月31日現在） 

 

繰延税金資産 

退職給付引当金 

減価償却超過額 

たな卸資産評価損 

繰越欠損金 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

 

繰延税金負債 

プログラム等準備金 

その他 

繰延税金負債合計 

 

繰延税金資産の純額 

 

 

 

 46,552 

 17,631 

  1,302 

  5,730 

     15,468     

 86,684 

  △  6,965     

 79,718 

 

 

 △    826    

  △  2,032     

  △  2,858     

 

    76,860   

 

 

 26,490 

 21,177 

  2,163 

  6,454 

     17,460     

 73,746 

  △  4,994     

 68,752 

 

 

 △    465    

  △  2,415     

  △  2,881     

 

    65,870   

 
 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳  

     （単位：％） 

区    分 
前 連 結 会 計 年 度 

（平成19年３月31日現在） 

当 連 結 会 計 年 度 

（平成20年３月31日現在） 

 

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金 

住民税均等割 

ＩＴ投資促進税制による税額控除 

研究開発減税による税額控除 

情報基盤強化税制による税額控除 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 

40.69 

 

0.86 

△   0.16 

0.31 

     △   4.53 

          △   0.96 

          △   0.07 

     3.57   

    39.71   

 

40.69 

 

1.33 

△   0.41 

0.54 

     － 

          △   1.44 

          △   0.19 

△   1.71  

    38.81   
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企 業 結 合 

 

 

  前連結会計年度   
（平成19年３月31日現在） 

  当連結会計年度   
（平成20年３月31日現在） 

          
１．連結財務諸表提出会社は、平成19年10月19日開催の
取締役会において、itelligence AGに対する公開買付
けの開始及び資本提携を行うことを決議し、平成19年1
1月13日から平成19年12月13日及び平成19年12月20日
から平成20年１月２日の期間で公開買付けを行った結
果、平成20年１月９日付けで当社の連結子会社といた
しました。 

 （1）被取得企業の名称及び事業内容、企業結合を行っ
た主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式及び取
得した議決権比率 

 ① 取得会社の名称 
    itelligence AG 
 

 ② 事業内容 
     SAP環境におけるコンサルティング事業、シス

テム・インテグレーション及びソフトウェア開発
事業、ライセンス事業、アウトソーシング・サー
ビス等 

 
 ③ 資本提携に至った経緯 

     当社グループは日系グローバル企業のお客様
からのSAP対応の要望に応える体制を欧州及び北
米で確立ができ、また、itelligence AGはアジア
市場への展開が容易にできることから、資本提携
に至りました。 

 
 ④ 企業結合日 

     平成19年12月31日（みなし取得日） 
 

 ⑤ 法的形式 
     株式取得（当社の完全子会社である在ドイツの

NTT DATA Europe GmbH & Co.KGを通じての公開
買付） 

 
 ⑥ 取得した議決権比率 

     77.2% 
 

（2）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績期間 
決算日の差異が３ヵ月を超えていないため、平成1

9年12月31日の貸借対照表を連結しております。 
 

（3）被取得企業の取得原価及びその内訳 
itelligence AG 株式 18,614百万円
デュー・デリジェンス費用
及びアドバイザリー費用 433百万円

取得原価 19,047百万円
 

（4）発生したのれんの金額 
① 発生したのれんの金額 15,747百万円

 
 ② 発生要因 

     itelligence AGの今後の事業展開によって期
待される将来の超過収益力の合理的な見積りに
より発生しております。 
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  前連結会計年度   
（平成19年３月31日現在） 

  当連結会計年度   
（平成20年３月31日現在） 

  
（5）企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の金
額並びに主な内訳 

資産の部 
 流動資産 12,243百万円
 固定資産 5,770百万円
負債の部 
 流動負債 8,711百万円
 固定負債 2,318百万円

 
（6）取得原価の配分 

当連結会計年度末において取得原価の配分が完了
していないため、その時点で入手可能な合理的情報
に基づき暫定的な会計処理を行っております。 
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退 職 給 付

 

 

１．採用している退職給付制度の概要 
 

連結財務諸表提出会社及び連結子会社の退職給付制度は、確定給付型の制度として、主として企業年金基金制度、規

約型年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

連結財務諸表提出会社が加入しているエヌ・ティ・ティ企業年金基金には、前連結会計年度末現在においては連結子

会社のうち58社が加入しており、当連結会計年度末現在においては連結子会社のうち59社が加入しております。 

また、前連結会計年度末現在においては連結子会社のうち７社が、当連結会計年度末現在においては連結子会社のう

ち７社が、規約型企業年金制度を採用しております。 
 
 

２．退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 

 前連結会計年度 

（平成19年３月31日現在）

当連結会計年度 

（平成20年３月31日現在） 

(1) 退職給付債務      △  227,078      △ 170,680 

(2) 年金資産       131,056       109,653 

(3) 未積立退職給付債務 (1)+(2) △  96,022 △ 61,026 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額            △   3,187            △  2,315 

(5) 未認識数理計算上の差異 △   4,688 6,371 

(6) 未認識過去勤務債務（債務の減額） △   15,081 △  7,968 

(7) 連結貸借対照表計上額純額 (3)+(4)+(5)+(6)      △  118,979      △  64,939 

(8) 前払年金費用        179        129 

(9) 退職給付引当金 (7)-(8)      △ 119,158      △ 65,068 
  

前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
 当連結会計年度                 

（平成20年３月31日） 

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載

しております。 

 （注）１．連結財務諸表提出会社及び連結子会社

の一部において、ＮＴＴ厚生年金基金の

代行部分について、確定給付企業年金法

の施行に伴い、平成19年７月１日に過去

分返上の認可を受けるとともに、平成20

年2月26日に国へ資産を返還したことに

より、厚生年金基金の代行部分は含まれ

ておりません。 

２．平成12年３月の厚生年金保険法の改正

に伴い、連結財務諸表提出会社及び連結

子会社の厚生年金基金の代行部分に係る

支給開始年齢の引き上げについての規約

改正を行ったこと、及び平成15年３月、

退職手当制度について、個人業績を加味

して一定金額を年々積み上げる仕組みの

「ポイント制」を導入したこと、並びに

確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生

年金基金の代行部分について、平成15年

９月１日に厚生労働大臣から将来分支給

義務免除の認可を受けたこと、また平成

15年12月に給付利率等の引き下げを内容

とする企業年金制度の見直しを行ったこ

とにより、当連結会計年度末において、

退職給付債務が減少するとともに未認識

過去勤務債務（債務の減額）が発生して

おります。 

 
２．平成12年３月の厚生年金保険法の改正

に伴い、連結財務諸表提出会社の厚生年

金基金の支給開始年齢の引き上げについ

ての規約改正を行ったこと、及び平成15

年３月、退職手当制度について、個人業

績を加味して一定金額を年々積み上げる

仕組みの「ポイント制」を導入したこと、

また平成15年12月に給付利率等の引き下

げを内容とする企業年金制度の見直しを

行ったことにより、当連結会計年度末に

おいて、退職給付債務が減少するととも

に未認識過去勤務債務（債務の減額）が

発生しております。 

３．退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を採用している連結子会社は、規約型企

業年金への拠出額を含めて、「(1) 退職

給付債務」に計上しております。 

 
３．           同左 
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３．退職給付費用に関する事項 

（単位：百万円） 

 前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

(1) 勤務費用  (注)１、２     9,366 10,650 

(2) 利息費用          5,235 4,996 

(3) 期待運用収益        △   3,130 △ 3,131 

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額       △    398 △  470 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 23 360 

(6) 過去勤務債務の費用処理額 △   1,537 △ 1,145 

(7) 厚生年金基金の代行返上に伴う損益 － △ 19,291 

(8) 大量退職による費用処理額  (注)３ － 3,059 

(9) 退職給付費用 (1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6)+(7)+(8) 9,559 △ 4,971 
 

前連結会計年度 

 自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

 当連結会計年度                 

 自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を

控除しております。 

 （注） １．厚生年金基金及び企業年金基金に対す

る従業員拠出額を控除しております。 

２．簡便法を採用している連結子会社につ

いて、その退職給付費用は「(1) 勤務費

用」に計上しております。 

 
２．      同左 

 
 

３．退職給付債務の大幅な減少に伴う退職

給付引当金と一時金支給額の差額及び

未認識過去勤務債務等の消滅について、

特別損失として、出向政策の見直し等に

係る関連費用に計上しております。 

 
 

４．上記退職給付費用以外に、転籍一時金

等、35,797百万円を特別損失として出向

政策の見直し等に係る関連費用に計上

しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 

原則法を採用している連結財務諸表提出会社及び連結子会社の退職給付債務等の計算の基礎に関する事項について

は、以下のとおりです。 
 

 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2) 割引率 2.50％ 2.50％ 

(3) 期待運用収益率 2.50％ 2.50％ 

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間による定額法により費用

処理することとしております。

同左 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

同左 

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年 

 

開 示 の 省 略

 
リース取引、関連当事者との取引、有価証券、及びデリバティブ取引に関する注記事項については、決算短信における

開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 
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５．個 別 財 務 諸 表 等            

 (1) 貸借対照表 

（単位：百万円） 
 

第  １９  期 

（平成19年3月31日現在） 

第  ２０  期 

（平成20年3月31日現在） 
                 期     別 
 
 
 科     目 金 額       構成比 金 額       構成比 

増  減（△）

（ 資 産 の 部 ） 
％

 
％ 

流 動 資 産 ３１２,８８９ 31.9 ３４０,１２０ 32.0  ２７,２３１

現 金 及 び 預 金 １００,９１２ ９２,１３８  △ ８,７７３

受 取 手 形 ３１５ ５６６  ２５０

売 掛 金 １４５,１０５ １５３,３２４  ８,２１８

未 収 入 金 ２４,０８５ ２４,３４０  ２５４

未 収 法 人 税 等 － １２,１３９  １２,１３９

仕 掛 品 １８,５９３ ２９,０４３  １０,４４９

貯 蔵 品 １,３９４ １,８４３  ４４８

前 払 費 用 ６,０９０ ７,２８２  １,１９２

繰 延 税 金 資 産 ６,４３９ ９,７１７  ３,２７７

そ の 他 １０,３４５ １０,２１２  △   １３２

貸 倒 引 当 金 △    ３９４ △    ４８８  △    ９４

固 定 資 産 ６６６,４３５ 68.1 ７２３,０７０ 68.0  ５６,６３４

有 形 固 定 資 産 ３０６,２１３ (31.3) ３３６,８１５ (31.7) ３０,６０２

デ ー タ 通 信 設 備 １１３,２５４ １３８,３４４  ２５,０９０

建 物 ８０,４９８ ８０,４１０  △    ８８

構 築 物 ２,７３０ ２,７４４  １３

機 械 及 び 装 置 １１,６４２ １２,９６６  １,３２３

車 両 及 び 運 搬 具 １ －  △     １

工 具 器 具 及 び 備 品 ９,４８２ ９,７２０  ２３７

土 地 ４８,７６７ ４８,７６７  －

リ ー ス 資 産 － １２,４３７  １２,４３７

建 設 仮 勘 定 ３９,８３４ ３１,４２４  △ ８,４１０

無 形 固 定 資 産 ２２１,７６５ (22.7) ２４３,２７８ (22.9) ２１,５１２

ソ フ ト ウ ェ ア １８２,８３３ １８６,１４１  ３,３０７

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 ３６,６６３ ５３,３２２  １６,６５８

そ の 他 ２,２６８ ３,８１４  １,５４６

投 資 そ の 他 の 資 産 １３８,４５６ (14.1) １４２,９７６ (13.4) ４,５１９

投 資 有 価 証 券 ２１,２３７ １９,７８３  △ １,４５４

関 係 会 社 株 式 ・ 出 資 金 ３７,８０７ ６０,７２５  ２２,９１７

敷 金 及 び 保 証 金 ２０,６４３ １８,５５８  △ ２,０８４

繰 延 税 金 資 産 ５５,４５８ ３９,６７９  △１５,７７９

そ の 他 ３,７２９ ４,９６５  １,２３６

貸 倒 引 当 金 △    ４２０ △    ７３６  △   ３１６

資 産 合 計 ９７９,３２４ 100.0 １,０６３,１９０ 100.0  ８３,８６６

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（単位：百万円） 
 

第  １９  期 

（平成19年3月31日現在） 

第  ２０  期 

（平成20年3月31日現在） 
             期     別  

 

  科     目  金 額       構成比 金 額       構成比 

増  減（△）

（ 負 債 の 部 ） ％  ％ 

流 動 負 債 ２２６,０６７ 23.1 ４００,０８４ 37.6 １７４,０１６

買 掛 金 ８１,３８７  ９３,８８５  １２,４９７

短 期 借 入 金 １６,１００  １４,４５０  △ １,６５０

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー －  ４５,０００  ４５,０００

１年以内に償還予定の社債 ４１,９９９  ６０,０００  １８,０００

未 払 金 １８,７６８  ９３,４７５  ７４,７０７

リ ー ス 債 務 －  ９,６４１  ９,６４１

未 払 法 人 税 等 １６,４６４  －  △１６,４６４

未 払 消 費 税 等 ４,１３２  －  △ ４,１３２

未 払 費 用 ７,４８８  ７,２５６  △   ２３２

前 受 金 ５,６７８  ３５,７０７  ３０,０２８

受 注 損 失 引 当 金 －  ４,６３４  ４,６３４

そ の 他 ３４,０４６  ３６,０３４  １,９８７

固 定 負 債 ２３９,７４７ 24.5 １４３,６４２ 13.5 △９６,１０４

社 債 １２２,９８４  ６２,９８８  △５９,９９５

長 期 借 入 金 １０,０００  １０,０００  －

リ ー ス 債 務 －  １７,６７２  １７,６７２

退 職 給 付 引 当 金 １０４,４１８  ５０,０３８  △５４,３８０

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 ４１６  －  △   ４１６

そ の 他 １,９２８  ２,９４３  １,０１４

負 債 合 計 ４６５,８１４ 47.6 ５４３,７２７ 51.1 ７７,９１２

（ 純 資 産 の 部 ）    

株 主 資 本 ５１１,７９７ 52.3 ５１８,５７３ 48.8 ６,７７６

資 本 金 １４２,５２０ (14.6) １４２,５２０ (13.4) －

資 本 剰 余 金 １３９,３００ (14.2) １３９,３００ (13.1) －

資 本 準 備 金 １３９,３００ １３９,３００  －

利 益 剰 余 金 ２２９,９７７ (23.5) ２３６,７５３ (22.3) ６,７７６

利 益 準 備 金 ２,２８７ ２,２８７  －

そ の 他 利 益 剰 余 金 ２２７,６８９ ２３４,４６５  ６,７７６

プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金 １,１８６ ６６７  △   ５１８

特定情報通信機器特別償却準備金 ２３ －  △    ２３

開発研究用設備特別償却準備金 ５４ ２４  △    ２９

別 途 積 立 金 １７３,０００ ２０３,０００  ３０,０００

繰 越 利 益 剰 余 金 ５３,４２５ ３０,７７３  △２２,６５２

評価・換算差額等 １,７１２ 0.1 ８９０ 0.1 △   ８２２

その他有価証券評価差額金 １,７１２  ８９０  △   ８２２

純 資 産 合 計 ５１３,５０９ 52.4 ５１９,４６３ 48.9 ５,９５３

負債・純資産合計 ９７９,３２４ 100.0 １,０６３,１９０ 100.0 ８３,８６６

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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   (2) 損益計算書 

（単位：百万円） 
 

第  １９  期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第  ２０  期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

                 期     別 
 
 
 
  科     目 金      額 百分比 金      額 百分比 

増  減（△）

 ％  ％ 

売 上 高 ８５６,３４０ 100.0 ８５９,７５５ 100.0 ３,４１４

売 上 原 価 ６５１,６７９ 76.1 ６６２,６２９ 77.1 １０,９５０

売 上 総 利 益 ２０４,６６１ 23.9 １９７,１２５ 22.9 △ ７,５３５

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １２３,５２３ 14.4 １１７,８４７ 13.7 △ ５,６７６

営 業 利 益 ８１,１３７ 9.5 ７９,２７８ 9.2 △ １,８５９

   

営 業 外 収 益 ５,４４０ 0.6 ５,７５５ 0.7 ３１４

受 取 利 息 ３１０ ５７２  ２６１

そ の 他 ５,１３０ ５,１８２  ５２

営 業 外 費 用 １２,１０５ 1.4 ９,２３０ 1.1 △ ２,８７５

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 ２,９９７ ２,７４８  △   ２４９

そ の 他 ９,１０７ ６,４８１  △ ２,６２５

経 常 利 益 ７４,４７２ 8.7 ７５,８０３ 8.8 １,３３０

   

特 別 利 益 － － １６,７１３ 2.0 １６,７１３

ＮＴＴ厚生年金基金代行返上益 － １６,７１３  １６,７１３

特 別 損 失 － － ５６,６１８ 6.6 ５６,６１８

出向政策の見直し等に係る関連費用 － ４０,４６３  ４０,４６３

リース会計基準の適用に伴う影響額 － １６,１５５  １６,１５５

税 引 前 当 期 純 利 益 ７４,４７２ 8.7 ３５,８９８ 4.2 △３８,５７４

法人税、住民税及び事業税 ２７,５４３ 3.2 ６２９ 0.1 △２６,９１３

法 人 税 等 調 整 額 ６４３  0.1 １３,０６５ 1.5 １２,４２２

当 期 純 利 益 ４６,２８６ 5.4 ２２,２０３ 2.6 △２４,０８３

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(3)株主資本等変動計算書 

 

第１９期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） （単位：百万円） 

純  資  産 

株 主 資 本 
評価･換算

差額等 

資本剰余金 利益剰余金 
項目 

資本金 
資本 

準備金 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金
合 計 

合 計 
その他有価証

券評価差額金

合計 

平成 18 年３月 31 日残高 142,520 139,300 2,287 191,292 193,580 475,400 2,374 477,775

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当(注１)  △ 4,207 △ 4,207 △4,207 △ 4,207

 剰余金の配当(注２)  △ 5,610 △ 5,610 △5,610 △ 5,610

 役員賞与(注１)  △   72 △   72 △  72 △   72

 当期純利益  46,286 46,286 46,286 46,286

 
株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
  △   661 △  661

事業年度中の変動額合計 － － － 36,396 36,396 36,396 △   661 35,734

平成 19 年３月 31 日残高 142,520 139,300 2,287 227,689 229,977 511,797 1,712 513,509

 
その他利益剰余金の内訳 

（単位：百万円） 

その他利益剰余金 
項目 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等準備金
特定情報通信機器

特別償却準備金

開発研究用設備

特別償却準備金
別途積立金 繰越利益剰余金 合 計 

平成 18 年３月 31 日残高 2,780 130 82 161,000 27,299 191,292

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当(注１)  △ 4,207 △ 4,207

 剰余金の配当(注２)  △ 5,610 △ 5,610

 役員賞与(注１)  △    72 △    72

 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等準備金の取崩(注１) △   926  926 －

 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等準備金の取崩 △   667  667 －

 特定情報通信機器特別償却準備金の取崩(注１) △    53  53 －

 特定情報通信機器特別償却準備金の取崩 △    53  53 －

 開発研究用設備特別償却準備金の積立(注１) 25  △    25 －

 開発研究用設備特別償却準備金の取崩(注１) △    23  23 －

 開発研究用設備特別償却準備金の取崩 △    29  29 －

 別途積立金の積立(注１) 12,000 △12,000 －

 当期純利益  46,286 46,286

事業年度中の変動額合計 △ 1,593 △   107 △    27 12,000 26,125 36,396

平成 19 年３月 31 日残高 1,186 23 54 173,000 53,425 227,689

(注１)平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

(注２)平成 18 年 10 月の中間決算取締役会において決議しております。 

(注３)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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第２０期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） （単位：百万円） 

純  資  産 

株 主 資 本 
評価･換算

差額等 

資本剰余金 利益剰余金 
項目 

資本金 
資本 

準備金 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金
合 計 

合 計 
その他有価証

券評価差額金

合計 

平成 19 年３月 31 日残高 142,520 139,300 2,287 227,689 229,977 511,797 1,712 513,509

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当(注１)  △ 8,415 △8,415 △8,415 △ 8,415

 剰余金の配当(注２)  △ 7,012 △7,012 △7,012 △ 7,012

 当期純利益  22,203 22,203 22,203 22,203

 
株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
  △   822 △   822

事業年度中の変動額合計 － － － 6,776 6,776 6,776 △   822 5,953

平成 20 年３月 31 日残高 142,520 139,300 2,287 234,465 236,753 518,573 890 519,463

 
その他利益剰余金の内訳 

（単位：百万円） 

その他利益剰余金 
項目 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等準備金
特定情報通信機器

特別償却準備金

開発研究用設備

特別償却準備金
別途積立金 繰越利益剰余金 合 計 

平成 19 年３月 31 日残高 1,186 23 54 173,000 53,425 227,689

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当(注１)  △ 8,415 △ 8,415

 剰余金の配当(注２)  △ 7,012 △ 7,012

 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等準備金の取崩 △   518  518 －

 特定情報通信機器特別償却準備金の取崩 △    23  23 －

 開発研究用設備特別償却準備金の取崩 △    29  29 －

 別途積立金の積立(注１) 30,000 △30,000 －

 当期純利益  22,203 22,203

事業年度中の変動額合計 △   518 △    23 △    29 30,000 △22,652 6,776

平成 20 年３月 31 日残高 667 － 24 203,000 30,773 234,465

(注１)平成 19 年６月の定時株主総会における剰余金処分項目であります。 

(注２)平成 19 年 10 月の中間決算取締役会において決議しております。 

(注３)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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・重 要 な 会 計 方 針            
 

 
１．固定資産の減価償却の方法 
 
(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 
 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）を
採用しております。 
 

（追加情報） 
法人税法の改正に伴い、取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度から、取得価額の５％相当額

と備忘価額の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 
これにより、従来の方法によった場合と比べ、営業利益、経常利益、税引前当期純利益がそれぞれ775

百万円減少しております。 
 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
 
無形固定資産（ソフトウェアを除く）については、定額法を採用しております。 
なお、ソフトウェアの減価償却の方法は次のとおりです。 
 

① 市場販売目的のソフトウェア 
 

市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償
却額と販売可能な残存販売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によって
おります。 

 
② 自社利用のソフトウェア 

 
自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。 
ただし、サービス提供目的のソフトウェアで、特定顧客との契約に基づく、データ通信サービス用ソフ

トウェアについては、当該契約に基づく料金支払期間にわたって均等償却しております。 
 
(3) リース資産 

 
① 有形リース資産 

 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数として、

残存価額を１０％として計算した定率法による減価償却費相当額に９分の10を乗じる方法を採用してお
ります。 

 
② 無形リース資産 

 
定額法を採用しております。 

 
 
２．引当金の計上基準 
 
(1)  受注損失引当金 

 
受注契約に係る将来損失に備えるため、当事業年度末における手持受注案件のうち、損失発生の可能性が

高く、かつその金額を合理的に見積もることが可能な案件の仕掛品残高を上回る当該見積額を計上しており
ます。 
 
（追加情報） 
当事業年度から、新中期経営方針における営業・開発プロセスの変革等を推進する中、受注環境の変化等

により、システム開発等における将来損失発生見込み額の重要性が高まったため、仕掛品残高を上回る当該
見積額について、受注損失引当金として計上しております。 
これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ4,634

百万円減少しております。 
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(2) 退職給付引当金 

 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異については、15年定額償却（退職給付費用から控除）を行っております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理すること

としております。 
 
（追加情報） 
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、ＮＴＴ厚生年金基金の代行部分について、平成15年９月１日

に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け、平成19年７月１日に過去分返上の認可を受けるとと
もに、平成20年２月26日に国へ資産を返還いたしました。 
これにより、当事業年度における損益に与えている影響額は、特別利益として16,713百万円計上しており

ます。 
 
 
なお、上記事項以外は、最近の有価証券報告書（平成19年６月25日提出）における記載から重要な変更がない

ため、開示を省略しております。 
 
 

・重要な会計方針の変更  
 
１．リース取引に関する会計基準 
 

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会 第一部会）、平

成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成19年４月１日以後開始す

る事業年度から適用することができることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用

しております。 

これにより、営業利益が2,856百万円、経常利益が2,852百万円増加し、税引前当期純利益が13,302百万円減少し

ております。 

 

２．役員退職慰労金引当金の計上基準 
 

当事業年度から、平成18年６月22日の第18回定時株主総会等で決議された役員及び執行役員の退職慰労金制度廃

止に伴う打ち切り支給見込み額について、固定負債その他に計上しております。 

この変更は、監査第一委員会報告第42号「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金に関する

監査上の取扱い」が平成19年４月13日に改正されたことによるものです。 

これにより、固定負債のその他が248百万円増加しておりますが、固定負債合計に与える影響はありません。 
 
 

･ 追 加 情 報  
 

従来から、システムインテグレーション事業売上高のうち、複数のサービスを提供する契約については、サ

ービス要素毎に収益を認識しておりましたが、平成19年４月1日より、「ソフトウェア取引の収益の会計処理

に関する実務上の取扱い」（平成18年３月30日企業会計基準委員会：実務対応報告第17号）が適用されたこと

に伴い、会計処理について見直しを行った結果、複数のソフトウェア関連サービスを提供する契約のうち、そ

れらが有機的一体のサービスとして提供されると認められるものについては、サービス要素毎ではなく、すべ

ての収益要素をサービス提供期間にわたるその履行に応じて認識することといたしました。 

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が5,320百万円減少

しております。 
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･ 注 記 事 項  

（貸借対照表関係） 

第 １ ９ 期 

（平成19年３月31日現在） 

第 ２ ０ 期 

（平成20年３月31日現在） 

 
１．担保資産及び担保付債務 
 （1）担保資産 
     売掛金                        402百万円 
       関係会社株式                     63百万円 
 
（2）担保付債務 

子会社の長期借入金               279百万円 
特定目的会社の長期借入金      31,619百万円 

    （１年以内に返済予定のものを含む） 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 
 528,695百万円 

 
３．保証債務 
  建物賃貸契約に対する賃借料 
  Quality Technology Services 

 Jersey City,LLC                  1,928百万円 
（外貨額 16,332千米ドル）

 
４．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 
  第８回国内無担保普通社債    30,000百万円 
  第14回国内無担保普通社債    30,000百万円 

 

 
１．担保資産及び担保付債務 
 （1）担保資産 
     売掛金                        398百万円 
       関係会社株式                     63百万円 
 
（2）担保付債務 

子会社の長期借入金               273百万円 
特定目的会社の長期借入金      25,163百万円 

    （１年以内に返済予定のものを含む） 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 
 553,117百万円 

 
３．保証債務 
  建物賃貸契約に対する賃借料 
  Quality Technology Services 

 Jersey City,LLC                  1,286百万円 
（外貨額 12,840千米ドル）

 
４．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 
  第８回国内無担保普通社債    30,000百万円 
  第14回国内無担保普通社債    30,000百万円 
 

 
 

（損益計算書関係） 

第 １ ９ 期 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

第 ２ ０ 期 

 自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日 

           
  特別損失として計上している、出向政策の見直し等に
係る関連費用は、当社からグループ会社への出向者のう
ち希望者を対象にグループ会社への転籍、及び就労ニー
ズへの多様化に対応した転進支援の充実施策により発生
した、転籍一時金及び退職給付一時費用の計上等であり
ます。 
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・重要な後発事象 
 

 第 １ ９ 期 

（平成19年３月31日現在） 

第 ２ ０ 期 

（平成20年３月31日現在） 

  
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、平成19年４月17日に厚生労働
大臣に対して過去分返上の認可申請をしております。 

          

 
          当社は平成20年３月28日開催の取締役会決議に基づ

き、次のとおり社債を発行しました。 
 
銘柄    第20回無担保社債 
発行年月日 平成20年４月22日 
発行総額  50,000百万円 
発行価格  額面100円につき99円97銭 
利率    年1.10％ 
償還期限  平成25年６月20日 
担保    無担保・無保証 
使途    社債・コマーシャルペーパー償還資金 
 
銘柄    第21回無担保社債 
発行年月日 平成20年４月22日 
発行総額  50,000百万円 
発行価格  額面100円につき99円93銭 
利率    年1.60％ 
償還期限  平成30年３月20日 
担保    無担保・無保証 
使途    社債・コマーシャルペーパー償還資金 
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税 効 果 会 計 

 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

区    分 
第 １ ９ 期 

（平成19年3月31日現在） 

第 ２ ０ 期 

（平成20年3月31日現在） 

繰延税金資産 

退職給付引当金 

減価償却超過額 

たな卸資産評価損 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

プログラム等準備金 

その他 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

 

 

40,289  

15,494  

1,050  

   11,533  

68,368  

△   3,735 

64,633  

 

△     813  

△   1,921  

△   2,735  

  61,898  

 

 

20,360  

18,389  

1,708  

   16,638  

57,097  

△   5,124 

51,972  

 

△     457  

△   2,117  

△   2,575  

  49,396  

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（単位：％） 

区    分 
第 １ ９ 期 

（平成19年3月31日現在） 

第 ２ ０ 期 

（平成20年3月31日現在） 

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金 

住民税均等割 

ＩＴ投資促進税制による税額控除 

研究開発減税による税額控除 

情報基盤強化税制による税額控除 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 

40.69  

 

0.46  

△    0.17  

0.10  

△    5.20  

△    1.10  

△    0.09  

      3.16  

     37.85  

40.69  

 

1.18  

△    0.58  

0.24  

－  

△    2.01  

△    0.27  

△    1.10  

     38.15  
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